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1．はじめに
近年、わが国では若年無業者や早期離職者が増加しており、一部の若者が学校から社会への移行を円滑に行ってい

ないとされる（文部科学省，2011）。今後、少子高齢化社会が進むことを考慮すると、このような若者の増加は、わ

が国の経済において重要な問題であると考えられる。この問題には、経済状況や産業構造など若者を取り巻く労働

環境の変化だけでなく、若者の職業意識の未熟さや主体性の欠如も関わっている（安達，2004）。しかし、経済状況、

産業構造の変化を予測し、介入策を講じることは困難である。そのため、若者の職業意識や労働への主体性を高める

ことを意図した支援、すなわちキャリア支援の推進が教育機関に求められるようになっている（谷田川，2012）。と

りわけ大学は、若者が社会に移行する際の最後の教育機関と認識されており、学生の就職支援と相まってキャリア支

援の重要性が高い。大学は学生が職業意識を高く持ち、主体的に進路を選択する上で必要な能力や態度を育てるため

の、体系的、組織的な取り組みを実施することが求められるようになっている（文部科学省，2011）。

これまで大学教育においてキャリア支援は、「就職指導」として正課外の補助的な活動に位置づけられていた。し

かし今では個人の進路選択に関わる講義がキャリア教育科目として正規のカリキュラムに組み込まれており、課程外

にあったキャリア支援は教育課程の中に急速に取り込まれている（谷田川，2012）。しかしながら、大学でのキャリ

ア支援には課題も多い。例えば大江（2010）は大学教育の現場で「キャリア○○」という言葉が、明確な定義もない

状態で氾濫しており、キャリア教育科目についても、具体的な教育内容や他の科目との関係が明確にされないままに、
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授業として開設されている点を批判している。また谷田川（2012）も、各大学がキャリア支援の内容や効果を検討し

ないまま、支援の取り組みを行っている点を問題視している。

キャリアとは「個々人が生涯にわたって遂行する様々な立場や役割の連鎖及びその過程における自己と働くこと

との関係付けや価値付けの累積」（文部科学省，2004）とされている。学生のキャリア支援策を講じるにあたっては、

学生の進路選択の実態を把握した上で有効な支援策を策定し、その支援策の効果を適切な指標をもって検証していく

必要があると考えられる。

そこで参考となる研究が、学生の進路・職業選択を扱う研究（以後・進路選択研究）である。進路選択研究は、教

育学や教育社会学、キャリア心理学などそれぞれの分野において実証的になされてきた（菊池，2012）。その中でも

児童期から青年期における進路選択研究はキャリア心理学で提唱された理論を元に発展し、学校進路指導やキャリア

教育にも多大な影響を与えている（下村，2013）。そこでは、学生がどのように進路を決定し、またどのような結果

が生じたのかという進路決定の過程を明らかにするための知見を蓄積している。これらの知見は「学生が主体的に進

路を決定することができるようになるためにはどのような支援が必要か」という問いに対して有益な示唆を与えると

考えられる。

そこで、本稿は大学生の進路選択にかかわる先行研究をレビューし、扱われてきた理論および測定、評価の方法に

ついて概観することで、キャリア支援への示唆および課題を明らかにすることを目的とする。なお、キャリア心理学

で提唱された理論の多くは欧米の理論であり、日本ではそれらの理論を持ち込み、その妥当性を検証し、日本の文脈

に適した形に修正することで研究が発展してきた。本稿ではその過程に焦点を当て、レビューを行うこととする。

2．キャリア心理学における諸理論
キャリア心理学では、青年期の進路選択に関わる多くの理論が提唱されてきた。その始まりは、Parsons（1909）の、

個人特性と職業特性の適合によって進路選択を説明する特性因子理論だとされている。この理論は長らくキャリア心

理学の中心的な理論と考えられていたが、人と職業の関係を固定的に捉えすぎている点に、批判がなされるようにな

る。その結果、このように進路選択を静態的な現象として捉えるのではなく、連続的な過程であるとみなし、個人の

キャリア発達過程に着目する理論が徐々に注目されるようになる。

坂柳（2007）は、このようなキャリア心理学における理論の発展の系譜をふまえ、今日までに提唱されてきたキャ

リア心理学における諸理論を、①特性因子理論、②人格理論、③状況理論、④発達理論、⑤意思決定理論、⑥社会的

認知理論、という 6つにまとめている。また坂柳（2007）は、これらの理論は人が「どのような職業を選ぶのか」と

いう選択する職業の内容に焦点を当てた「内容」理論と、「どのように職業を選択するのか」という職業を選択する

過程に焦点を当てた「過程」理論の 2つに分類できるとしている。この分類にもとづけば、①特性因子理論、②人格

理論、③状況理論は、内容理論にあたり、④発達理論、⑤意思決定理論、⑥社会的認知理論は、過程理論に分類される。

坂柳の分類によると、内容理論は、個人の特性の把握や、その特性と職業との「適合」を検討しているのに対して、

過程理論は個人の選択についての「変化」や「発達」に注目し、その変化を促進、あるいは阻害する要因を検討して

いる。したがって前者よりも後者が「主体的に進路を選択する上で必要な能力や態度」を育てるための介入や支援の

方策を講じる上で適していると言えよう。そこで本稿では坂柳（2007）の分類にもとづき、過程理論とそれらにもと

づく実証的研究に焦点を当て、レビューを行う。

3．キャリア発達理論
3.1．Superによる職業成熟の概念

キャリア発達理論は、Super（1957）によって提唱され、進路選択研究の中で代表的な理論とされる（坂柳，1990）。
Super（1957）は生涯を通して人が職業的自己概念を発達させていくと仮定し、その職業的発達の過程を、「成長期」

（0歳～14歳）「探索期」（15歳～24歳）「確立期」（25歳～44歳）「維持期」（45歳～64歳）「下降期」（65歳以降）

の 5つの段階に分類し、各段階の発達課題を概念化した（坂柳、2007）。この発達段階からすると学生は探索期に相

当し、暫定的な職業選択のため、職業的自己概念を発達させることが求められる。ここでの自己概念とは、自らの価値、

興味、能力に対する自己認知と他者からの客観的なフィードバックが統合、形成されたものである（岡田，2003）。
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さらに Super（1955）は青年期における発達課題がどの程度達成されているかを示す指標として「職業成熟

（vocational maturity）」の概念を導入した。職業成熟とは、「職業発達の延長線上で個人が到達した位置を示すために

用いられる概念」であり、職業的成熟の基準として①職業選択への関心性を表す「職業選択への方向付け」、②職業

分野についての情報の収集とそのための計画を表す「知識情報と計画」、③職業探索と試行により生じる「職業に対

する好みの一貫性」、④個人の能力と特性の安定性を表す「特性と性能の結晶化」、⑤職業への適応のために必要とな

る「職業の好みについての知恵」を挙げた。Superの考えにもとづけば、これらの基準を満たしている学生ほど職業

成熟が進んでおり、逆に満たしていない学生ほど職業成熟が進んでいない。職業成熟が進んでいない学生を支援する

ためには、その程度の測定と評価が必要になる。そこで、職業成熟をどのように捉え、測定するのかという研究が多

くなされるようになった。

若林・後藤・鹿内（1983）は、Super（1955）にもとづき「就職をひかえた学生が、職業につくことに対し、どの

程度“成熟”した考えをもっているかを、ある一定の時間と状況の中でとらえるもの」として職業成熟尺度を作成し

ている。この尺度は、職業選択を重要な課題と考え、真剣に取り組んでいる程度を表す「職業選択への興味」、ある

範囲の職業に対し自分の興味や関心が結晶化されている程度を表す「選択範囲の限定性」、自分の適性を認識し、職

業選択を現実的に考える程度を表す「選択の現実性」、選択において両親の助言よりも自分の興味や適性を優先する

程度を表す「選択の主体性」、自分自身の能力や興味を客観視できる程度を表す「自己知識の客観性」の 5つの下位

概念を想定している。また、下村・堀（1994）では若林ほか（1983）の尺度に項目を追加した尺度を作成し、因子分

析を行っている。その結果 5つの下位次元は、職業選択において自分の目標や興味を理解しているかを示す「明瞭性」、

職業選択へどれほど取り組もうとしているかを表す「関与」、職業選択自体に関心の薄い「非選択性」の 3つに集約

が可能であるという結果を得ている。

一方、坂柳（1996）は、キャリアの概念には「職業」だけでなく「人生や生涯」も含まれるため、キャリア成熟の

概念を測定する際には①人生キャリア成熟と②職業キャリア成熟の 2つの観点から捉える必要があると指摘し、それ

ぞれからなるキャリア成熟尺度を作成している。人生キャリア成熟、職業キャリア成熟ともに、自己のキャリアに対

して積極的な関心をもつ「関心性（concern）」、自己のキャリアへの取り組み姿勢が自律的であるかをみる「自律性

（autonomy）」、将来展望をもち、自己のキャリアに対して計画的であるかをみる「計画性（planning）」の 3下位次元

からなるとされている。

このように Super（1955）によって提唱された職業成熟は、下位概念の構造が複雑であったが、その後、尺度の開

発を通して概念の再構成や整理が行われた結果、「関心性」、「自律性」、「計画性」へと集約されることとなった。こ

れら 3つの下位次元と Super（1955）の定義した職業成熟概念の関係を比較してみると、関心性は、「職業選択への

方向付け」にあたり、自律性は、「特性と性能の結晶化」に、計画性は、「知識情報と計画」、「職業の好みについての

知恵」、「職業に対する好みの一貫性」にそれぞれ対応していると考えられる。

3.2．職業成熟の変化とそれを促す要因の検討

それではこれら職業成熟に関する大学生の意識は大学での経験を通してどのように変化し、またどのような要因

によって促されるのだろうか。これまで日本では下村・堀（1994）、坂柳（1996）の尺度を用いた研究が多く見ら

れ、職業成熟を促す要因の検討が行われてきた。まず職業成熟の発達的変化に注目した研究として、若林・和田・斎

藤（1987）は大学生を対象に彼らが 1年生の時から 1年毎に計 4回の縦断調査を行い、大学 4年生の時期の職業成

熟の得点が最も高いことを明らかにした。また、大学 1年生から大学 4年生の学生を対象に横断調査を行った五十嵐

（2012）も他の学年に比べて大学 4年生の職業成熟の得点が最も高いと報告している。さらに、松井（2012）は大学
1年生を対象に 2年間の縦断調査を行い、2年間を通して自己の職業に対する「関心性」の得点は高まるが、職業成

熟全体の得点をみると、それほど変化はないと報告している。これらの結果は、職業成熟は就職活動の経験を通して

高まる可能性を示すものである。

職業成熟の発達を促す要因を検討する研究として、若林ほか（1983）は学部による職業成熟の差について検討し、

学校教員や看護、保育といった免許取得を目的とした専門性の高い学部と、多様な進路先が想定されている学部の学

生では、前者の学生の職業成熟の得点のほうが高いことを明らかにしている。若林ほか（1983）はこのような結果
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が得られた理由として、（1）専門性の高い学部に所属する学生は入学以前から将来の希望職種を明確にしている傾向

が強いこと、（2）専門性の高い学部では大学での学業経験が直接職業に結びつくこと、という 2点を挙げている。一

方、半澤（2010）は、大学での学業と将来の職業が直接結びつかない学生であっても、大学での学業を主体的に学

ぼうとする態度と職業成熟の下位概念である「関与」の高さに正の相関があることを明らかにしている。さらに永

江（1999）は、学業に対する意欲が低く、アパシー傾向の強い学生は職業成熟の得点が低いことを明らかにしている。

これらの結果は、大学での学業への態度が職業成熟の発達を支えている可能性を示唆している。

他にも、大学で実施されたキャリア教育の職業成熟への影響を検証した研究もなされている。森山（2007）は、大

学 1～ 3年生（総計 172名）が受講したキャリアデザインについての授業の効果を測定し、受講前後で、女子学生に

おいてのみ職業成熟が高まったことを報告している。また松井（2009）は、大学 3年生（総計 293名）が受講した

キャリアデザインについての授業の効果を測定し、性別に関係なく、受講前後で職業成熟が高まったことを報告して

いる。両者の講義内容を比較してみると共通する点も多いが、授業形態をみると松井（2009）はグループワークが多

く他者とのコミュニケーションを重視している。これらの結果は授業形態の違いによって、職業成熟の高まりに差が

生じる可能性を示している。

一方、高良・金城（2001）や楠奥（2006a）は、インターンシップの参加が職業成熟を高めるかについて検証して

いる。しかしいずれの研究も有意な影響は認められていない。

これらの知見は、（a）専門性の高い学部に所属する学生は職業成熟が進んでいる、（b）学業への態度が職業成熟を

促す、（c）キャリア形成に関する授業への参加が職業成熟を促す一方で、インターンシップへの参加は職業成熟への

影響力が低い可能性を示唆している。

4．意思決定理論
4.1．進路選択における意思決定モデル

職業に対する意識や態度の成熟している程度やその段階的な発達過程に着目するのではなく、青年がどのような

意志をもって進路を決定するのか、その過程に着目する理論がキャリア意思決定理論である。Gati & Tal（2008）は、

キャリア発達理論が個人の発達的変化に焦点をあてる一方で、実際の進路選択過程に重点を置いてこなかったとし、

望ましい進路選択を支援するためにはキャリア発達理論だけでは不十分であり、意思決定理論を基にしたアプローチ

が必要であると指摘した。また、下村（1996）も、大学生の職業選択を検討する際には、職業選択過程でどのような

事柄を重視し、どのように選択しているのかを時間的経緯を追って明らかにする必要があると述べ、意思決定理論の

重要性を指摘している。

意思決定理論にはどのような意思決定が望ましいかを説明する「規範」モデルと、実際に人々がどのように意思決

定を行っているかを説明する「記述」モデルがある。キャリア意思決定理論では、円滑な進路意思決定を支援するた

め、「規範」モデルの構築とそのモデルにもとづいた学習効果の検証を中心に研究が進められてきた。
Gelatt（1962）は、情報を燃料として意思決定が行われるとし、①予測システム（選択可能な行動、その結果と確

率を決定する）、②価値システム（結果の望ましさを決定する）、③决定の基準（優先順位やルールを評価し最終的に

決定する）の、3つのシステムからなる連続的意思決定モデルを提唱した。このモデルは、明確化された目標にもと

づいて情報を収集し、その収集された情報の結果や効用を予測し、一定の価値基準にもとづいて評価を行い、選択肢

の中からひとつを選択していくという一連の決定過程を表している。またこのモデルは個人が自らの選択を確定する

最終的决定と、最終的决定までに選択肢をしぼる段階の試験的决定を区別するという点に特徴がある。
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図 1　連続的意思決定モデル（出典：Gelatt, 1962　訳：吉田、1987）

Gati（1986）は人間の情報処理能力に限界があることから、最も望ましい選択肢を常に求めるのではなく、十分良

い（good enough）選択肢が見つかった時点で情報処理を停止することが望ましいとする意思決定の「系列排除モデ

ル」を提唱した。このモデルは全ての選択肢を最大限考慮するのではなく、ある属性に注目し、その属性によって選

択肢を排除するものであり、認知能力や意思決定までの時間といった人間の限界を考慮している点に特徴がある。

図 2　系列排除モデル（出典：Gati, 1986　訳：下村、2003）

4.2．意思決定モデルにもとづいた学生の進路選択の支援

日本では Gati（1986）や Gelatt（1962）のモデルにもとづき、意思決定の方略を学習者に獲得させるためのプログ

ラムが開発され、その効果が検証されている。これらのモデルは决定までの段階が明確になっており、比較的理解し

やすく、教授に適したモデルであると考えられる。

例えば吉田（1987）は学生に対して、選択肢の决定、選択肢を選ぶ考慮条件の决定、選択肢ごとの望ましさの評価、

選択肢ごとの実現可能性の評価といった一連の意思決定過程を学習させることの有効性を検証し、意思決定過程を学

習した学生が、学習前より現実的かつ合理的な選択をするようになったと報告している。

また、下村（1996）は意思決定までのプロセスを具体的に把握できる情報モニタリング法を用い、職業成熟の得点

の高い学生と低い学生との間で、職業情報の探索過程に差異がみられるかどうか検証を行った。両者の差異を比較し

た結果、職業成熟の低い学生は、情報探索の前半で自分の適性や関心、興味などに関わる情報が検索されていなかっ

たことから、情報探索をする上で確固とした方針がなく、明確な目標をもたずに漠然と情報探索を行っている可能性

が示された。そして下村（1998）は、評価基準を設定し、それより低い選択肢を順次排除するという方略と、評価基

準の重要さによって点数付けを行い、選択肢ごとに総合得点を決める方略という 2つの方略を大学 2～ 3年生に教授

し、どちらの方略を学習することが意思決定者の自己効力を高めるかを検証した。そして、前者の方略のほうが、職

業成熟の低い意思決定者の自己効力を高めていたことから、前者をより効果的な方略であると判断している。さらに

下村（2000）は自己分析課題の学習が、意思決定者の自己効力を高めるかを検証している。そして自己分析課題を学
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習することは、職業成熟の低い学生の自己効力は高めるが、職業成熟の高い学生の自己効力には影響せず、逆に一部

の学生では低下したことから、援助的な介入の際には職業成熟の個人差に配慮する必要があると、考察している。

意思決定理論では、短期的な意思決定過程に着目し、学生に現在の選択肢を熟考させ、その中で最も自分にとって

望ましい選択肢を决定させることを、目標としている。そして、先行研究から、（a）選択を行う過程について学習す

ることが学生の意思決定に対する理解を促すこと、（b）学生に、意思決定を効果的に行う方略を獲得させるには、学

生自身の職業成熟を高める必要があることが、明らかになっている。

5．社会的認知理論
5.1．Banduraによる自己効力の概念

Bandura（1977）が提唱した社会的認知理論の中核的な概念である「自己効力」を職業選択の領域に応用したものが、

キャリアに関する社会的認知理論（Hackett & Betz, 1981）である。社会的認知理論については富永（2008a）に詳し

くレビューされているため、ここではその概要と測定および評価する方法についての記載に留める。Bandura（1977）

は、ある行動が自分にうまくできるかどうかという自己効力期待と、行動が結果につながるという結果期待を区別し、

前者の重要性を強調した。

自己効力は、行動を予測する要因であり、行動の開始、継続、耐性を決める上で極めて重要な要因である（浦上，
1995a）。また、自己効力の形成には、①自分である行動を遂行し、その行動を達成できたという遂行行動の達成、②

他者の行動を観察する等の代理的経験、③他者からの説得的な暗示や励ましによる言語的説得、④不安による脈拍の

上昇といった生理的な状態変化である情動的喚起の 4つの経験が関連しているとされる。

このような行動の予測可能性および介入可能性は、キャリア発達理論を補うものとして期待されている。Crites

（1984）は、キャリア発達理論で測定された発達指標がその後の進路選択行動を直接的には予測しない点を指摘して

いる。これに対して自己効力は、行動との間に直接的な関連が仮定されているため、キャリア発達理論よりも進路選

択行動に対してより信頼性の高い予測因となり得る（浦上，1995a）。

またキャリア発達理論によるアプローチは、個人の発達の程度を評価する際には有効であるが、発達を促すための

具体的な介入方法については、理論的に明らかにされていない（Betz, 2001）。一方、自己効力の概念は、理論上、操

作が可能であるため、直接的な介入によって、進路選択における問題が改善される可能性が高い。
Taylar & Betz（1983）は、進路選択に関わる自己効力を進路選択自己効力とし、それを進路の選択および决定する

過程で必要な行動に対する遂行可能感を表すものとした。進路選択自己効力を測定する尺度として、最も多く用いら

れるものは、Taylar & Betz（1983）の、CDMSE（Career Decision-Making Self-Efficacy Scale）である。CDMSEは進

路選択行動を決定する能力に沿って、①目標選択、②自己認識、③職業情報の収集、④将来設計、⑤課題解決の 5領

域から構成されているが、Taylor & Betz（1983）や Taylor & Popma（1990）では 5つの要素に対応する因子は抽出さ

れず、1因子構造であることが報告されている。

わが国においては、CDMSEをもとに進路選択自己効力尺度がいくつか開発されている（安達，2001；古市，
1995；古市・久尾，2007；長岡・松井・山田，2001；富永，2000；冨安，1997；浦上，1995a）。

これらの尺度について、安達（2001）や浦上（1995a）で因子分析を行った結果、一因子構造が報告されている一

方で、長岡・松井・山田（2001）、冨安（1997）では、「進路（目標）選択」、「情報収集」、「自己評価」、「計画立案」、

「問題解決」の 5因子、古市（1995）、古市・久尾（2007）は「自己適性評価」、「計画立案」、「職業情報収集」、「困難

解決」の 4因子、富永（2000）では 、「将来展望と計画立案」、「基礎情報収集」、「強い意志」、「興味・関心」、「職業

情報収集」、「職業意義の明確さ」、「他者への相談」、「就職における自己把握」、「問題解決」、「挑戦指向」、「キャリア

計画」の 11因子を報告するなど一貫した結果が得られていない1）。この結果に関して富永（2008a）は、「多因子構

造となった尺度では、CDMSEでは扱われていない独自の項目が多数ある」など、日本独自の文脈を反映した項目が

多いことが原因であると考察している。

5.2．進路選択自己効力を促す要因の検討

これまで、浦上（1995a）の進路選択に対する自己効力尺度を用いた研究が多くなされ、職業不決断、職業忌避的
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傾向、職業未決定と負の関連を示すこと（安達，2001；秋山，2013；古市，1995；古市，2012；古市・久尾，2007；

金城，2008；浦上，1995a；浦上，1995b）、職業成熟、対人関係を円滑にするための社会的スキルと正の関連を示す

こと（楠奥，2009；三宅，2008；長岡・松井，1999；長岡・松井・山田，2001）が確認されている。これらの結果

は進路選択自己効力の妥当性を示すとともに、進路選択自己効力の高さが後の進路選択行動を促す可能性を示唆して

いる。

実際に、進路選択自己効力と進路選択行動との関連を検討した安達（2001）は進路選択に対する自己効力が、進路

について計画、立案し、行動を具現化しようとする「探索意図」と正の関連があることを報告している。また、安達

（2008）は、自己効力の高い学生が自己について考え、評価する「自己探索」や仕事世界について情報を得る「環境

探索」を頻繁に行っていることを明らかにしている。

さらに、進路選択自己効力を高めるための方策についての検討も行われてきた。それらの研究は、先述した自己効

力の形成に関わる①遂行行動の達成、②代理的経験、③言語的説得、④情動的喚起の 4つの経験に着目し、学生に

これらの経験をさせることで、学生の進路選択自己効力を高めようとするものである。楠奥（2006a）は、①の遂行

行動の達成にあたる、ベンチャー企業でのインターンシップの経験が進路選択自己効力に及ぼす影響について検証を

行い、インターンシップに参加した前後で進路選択自己効力が高まったことを報告している。それに対して、楠奥

（2006a）と同様に、インターンシップ経験が進路選択自己効力に及ぼす影響を検討した高良・金城（2001）では有意

な効果が認められず、一貫した結果は得られていない。また、浦上（1996）では就職活動のためのワークブックを

作成し、その利用が自己効力に与える影響を検討しているが、利用したものとしなかったものの間で自己効力の有意

な差はみられなかった。これらの結果から、進路選択自己効力は進路選択行動を予測する可能性を秘めている一方で、

それを高める方策についての知見は充分に蓄積されていないということが言える（楠奥，2006b；楠奥，2009；富永，
2008a）。

6．進路選択研究の統合的理解と今後の課題
以上、日本の大学生を対象に行われた進路選択に関わる研究を、キャリア発達理論、意思決定理論、社会的認知理

論に分けて確認してきた。それぞれの理論は、職業成熟、進路選択自己効力という学生の進路に対する態度と、進路

を決定する過程に着目するという点で異なるが、職業成熟、進路選択自己効力が意思決定に影響をおよぼしているこ

とを考慮すると、3つの理論は相互に関わり合って主体的な進路選択がなされていると考えられる。具体的に、職業

成熟が進んでいる学生は、意思決定プロセスにおいて自らの目標に則した情報を選択すると考えられる。また進路選

択自己効力が高い学生は、情報探索のための活動を十分に行っていることから、進路選択に関する情報量が多く、価

値基準が明確であることが予想される。したがって、大学にはそれぞれの理論を相互に関連づけながら、学生の主体

的な進路選択を促すような方策を考え、実行し、その評価を行うことが求められる。

とりわけ、職業成熟、進路選択自己効力は比較的長期にわたって形成され、また変化する可能性があるため、大学

ではそれらを 4年間のカリキュラムを通して支援していくことが重要と考えられる。職業成熟に関しては学業に積極

的に従事させる方策や（半澤，2010）、職業イメージを醸成させるようなキャリア教育（松井，2009；森山，2007）

で高めることが可能であると考えられる。それに対して、意思決定理論にもとづく進路選択の支援の方策は、職業成

熟や進路選択自己効力を高めている状態のほうが効果的であると考えられる（下村，1996）。そのため、大学 3年生、
4年生の時期から実施することが望ましいだろう。このように 3つの理論の関連を理解した上でカリキュラムの構築

を行うことで、大学は学生の主体的な進路選択を効果的に支援することが可能になると考えられる。

ただし、これら 3つの理論を関連づけた上でキャリア支援を行い、その教育評価を行うためには、いくつか課題が

残されている。1点目は、進路選択自己効力を測定および評価する尺度の問題である。進路選択自己効力を測定する

尺度のほとんどが、CDMSEを参照しているものの、日本の大学生の文脈に合うようそれぞれの研究で独自に項目を

追加し、修正しており、その構成概念の整理および、測定、評価の素地が整っていない。今後は CDMSEの概念を整

理するとともに、作成された尺度の項目を精査し、それらの項目が進路選択自己効力尺度として妥当であるかどうか

実証的に検討する必要がある。

2点目は職業成熟、進路選択自己効力、意思決定理論にもとづく介入プログラムの予測的妥当性の問題である。現
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在のわが国の大学生を対象とした進路選択研究では、職業成熟、進路選択自己効力の高さが、望ましい進路選択につ

ながっていることは明らかにされているものの、それが長期的に望ましい効果となるのかどうかは浦上（1994）を除

いて明らかにされていない。また、意思決定理論に関わる実証研究においては、意思決定方略の学習に効果があるこ

とは示されているものの、その効果の検証はシミュレーション場面にとどまっており、現実の意思決定場面において

も方略の学習が有効な効果を及ぼすかは検討されていない。今後は卒業後の縦断調査などを通じて、進路決定後の適

応や社会的達成（昇進、給与など）の側面から、職業成熟、進路選択自己効力、介入プログラムの妥当性が検証され

る必要がある。

最後に、3つの理論を統合したカリキュラムを構築することの困難さに関わる問題である。大学でのキャリア教

育は正課教育として位置づけられているものの、一般教養科目や専門科目とは別に、独自に展開されている。半澤

（2010）が指摘するように学業に積極的に取り組むことが学生の職業成熟に影響をおよぼすのであれば、一般教養科

目や専門科目とキャリア教育の架橋となるようなカリキュラムの構築が必要となるだろう。

本稿では進路選択に関わるキャリアの理論としてキャリア発達理論、意思決定理論、社会的認知理論の 3つを取り

上げ、それぞれの研究をレビューした後、3つの理論を関連づけてキャリア支援を行っていくことの重要性を指摘した。

今後は海外で得られた大学生の進路選択に関わる知見をまとめ、本稿で得られた知見とすりあわせていくことが重要

と考えられる。
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